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背景とねらい： 
クロマグロ（以下、マグロ）養殖の生産性向上を図るうえで直面している問題とし

て、生け簀網への衝突による死亡、いわゆる衝突死があげられます。マグロは元来外部

刺激に対して極めて敏感なため、養殖中の魚が光などに驚いてパニックに陥り、生け簀

網に猛スピードでぶつかって衝突死することがよく起こります。そこで私たちは、ゲノ

ム編集技術を用いて、こういった形質を和らげることで、衝突死するほど過敏な行動に

至らない「養殖しやすい」マグロ育種素材の開発に取り組んできました。 

 

特長と効果： 
研究開始当初、マグロのような大型海産魚

を対象としたゲノム編集は、世界的に見ても

報告例はありませんでした。このため、ま

ず、ゲノム編集ができたかどうかが即座にわ

かる色素の有無に着目し、色素の形成を司る

遺伝子の機能を人工制限酵素で抑制する技術

の開発に取り組みました。試行錯誤を重ねて

様々な実験条件を検討した結果、色素形成が

見られないゲノム編集マグロを高効率で作出

することが可能となりました（図１）。 

そこで、この実験条件をもとに、衝突死の

原因となる高速遊泳に係わる遺伝子の機能を

ゲノム編集で抑えたところ、接触刺激に対し

て鈍感で、かつ刺激を回避する時の遊泳速度

も通常より遅いマグロの仔魚の作出に世界で

初めて成功しました。現在、その他の遺伝子

についてもゲノム編集を行っているところで

す。また、これまでマグロは実験用水槽では

１週間程度しか飼えませんでしたが、新たな

小規模飼育システムを開発することで、ゲノ

ム編集したマグロを小さな実験水槽で１ヶ月

以上飼育できるようになりました。さらに、

マグロで成功したゲノム編集技術は、マグロ

同様、狭い環境で飼育すると共食いなどの攻撃行動や衝突死の問題が避けられないサバ

やスマなどの魚にも幅広く利用できることがわかっています（図２）。 

 
図１.ゲノム編集によるマグロの色素形成 

遺伝子の発現の抑制（矢印は色素を示す） 

 
図２.ゲノム編集で作出した魚 

 

また、マグロを含むゲノム編集魚の 

食品としての安全性や環境影響について

も、詳細な調査・解析を行っています。

例えば、ゲノム編集技術では、目的とす

る塩基配列と似通った別の配列も編集さ

れてしまう、いわゆるオフターゲット変

異の可能性が指摘されていますが、ゲノ

ム編集マダイを用いて変異の状況を解析

した結果、ゲノム編集により生じた明確

なオフターゲット変異はないことが明ら

かとなっています（図３）。 

さらに、ゲノム編集マグロを野外の養殖生け簀で飼育した場合に想定される野生集団

に及ぼす影響も、シミュレーション解析から予測可能となってきました。 

 

社会実装の対象と可能性： 
ほとんどの養殖魚はヒトの管理下での完全養殖が可能となったばかりで、今後は、マ

グロを含めて「養殖しやすい」魚の育種を、いかに効率よく進めていくかが課題となっ

ています。このため本研究で開発したゲノム編集技術によって、これまで膨大な労力と

コスト、時間を要していた養殖魚の育種が急速に進むことが期待できます。 

他方で、ゲノム編集した魚の本格的な養殖生産は始まっていません。ゲノム編集生物

の実用化にむけた取り扱い方針は決まりましたが、この中でゲノム編集魚の食の安全性

や環境影響に関わる科学的な情報の提供が強く求められています。今後、こうした要望

に誠実に対応し、科学的知見を集積していくとともに、関係各省庁とのこれら情報の共

有や、ゲノム編集魚に対する社会の理解・賛同を得ていくことが養殖生産を実現する上

で非常に重要であると考えられます。 
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